
1 研究の背景

1．1 研究の背景・課題

2006年に障害者の権利に関する条約（以下、障害者

権利条約とする）が国連にて採択後、日本では、学校

教育法が改正され（2006年）、特別支援教育の本格的

実施が図られてきた。その後も、障害者基本法の改正

（2011年）、障害者総合支援法の成立（2012年）、障害

者差別解消法の成立および障害者雇用促進法の改正

（2013年）などが進められ、障害者権利条約に批准

（2014年）後の2016年には障害者差別解消法も施行さ

れ（2021年改正）、各機関等によっても法に基づいた

対応が図られている。学校では、「同じ場で共に学ぶ

こと」の追求とともに、特別な教育的ニーズのある幼

児児童生徒の自立と社会参加を見据えて、その時点で

教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、

多様で柔軟な仕組みや小・中学校における連続性のあ

る「多様な学びの場」の必要性から、その整備が図ら

れてきた。しかし、特別支援教育は、主に小・中学校

を中心に捉えられ、幼児期及び小学校への移行期の連

携した支援の必要性は認識されているものの、保育・

幼児教育場面における取り組みや研究はまだ少ない。

一方、国連は、障害者権利条約についての日本の取

り組み状況を審査し、2022年9月に懸念事項や勧告等

を公表した。その内容の一部は次の通りである。「懸

念」として、

・障害者資格・認定制度を含む、法律、規制、実践に

わたる障害の医学モデルの永続化

・障害のある子供たちの分離された特別教育の存続

・医療に基づく評価による障害のある子供たちの通常

教育環境へのアクセスの難しさや、特別支援教育ク

ラスの存在

などを示している。さらに「勧告」として、障害者資

格・認定制度を含む障害に関する医学モデルの要素を

排除するために法律および規則の見直しを求めている。

また、分離された特別な教育をやめる目的で、教育に

関する国家政策、法律、行政上の取り決めの中で、イ

ンクルーシブ教育を受ける権利の認識や十分な予算等

で質の高いインクルーシブ教育に関する国家行動計画

を採択することなどを求めている。その他、障害者の

人権モデルについての認識を高めることや、精神保健

医療を一般医療から分離する制度を解体するために必

要な立法措置および政策措置を採用することなども求
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要 旨

日本では、共生社会の実現を目指し、「日本型インクルーシブ教育」が実施されている。本研究では、そ

の中で育ってきた保育士・教員養成課程の学生に必要な学びを、共生社会の実現の視点から明らかにするこ

とを目的にし、特別支援教育ゼミの学生を対象とした調査を行った。調査結果からは、子供時代から身近な

関係で障害のある子供と過ごした体験が、特別支援教育への関心につながっていることや、幼少期から障害

のある子供と障害のない子供が「同じ場で共に学ぶ」必要性を認識していることが示された。また、「日本

型インクルーシブ教育」の肯定と共に、国連が指摘する分離教育の課題や、日本に支配的な「障害」観に対

する課題意識の低さが捉えられた。共生社会の実現に向けて、保育士・教員を目指す学生に必要な学びは、

現行の特別支援教育の専門性や障害の「社会（人権）モデル」に限らない。学生たちが公共倫理に向かうに

は日本の歴史を支配してきた「共生」を阻む価値、「障害」観、「発達」観、「専門性」と人権保障の在り方

などを、自明視している価値と共に考え、議論することにあることを言及した。
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めている（UnitedNations，2022）。

この課題に関して、日本では議論が重ねられている

過程にあるが、障害の「社会モデル（人権モデル）」

に立脚している障害者権利条約の考え方からのこの指

摘は、日本の社会・教育構造の支配的価値を揺るがす

ものであり、自明視されてきた「医学モデル（個人モ

デル）」からの脱構築は安易ではない。しかし、今後、

保育・教育領域で追究していくべき課題であり、筆者

らは、保育士・教員養成課程の教育においても、学生

の課題意識を醸成していくことが必要と考え、この課

題に着眼した。

日本の特別支援教育の背景には、障害のある子供の

就学猶予・免除や、障害種と程度によって就学先が決

められていた学校制度の歴史がある（栗田，2015）。

2007年に特殊教育から特別支援教育に名前が変わって

も、障害のある児童生徒は特別な場で特別な処遇を受

けることが望ましいとされ、障害者権利条約の批准後

も、別学体制を解体する動きはないまま、特別支援教

育をおおむね正当化される形での「日本型インクルー

シブ教育」が指向されてきた（堀家，2018）。野口

（2020）は、先行研究から「インクルーシブ教育」が、

各国・地域の実情に応じて方向性も方法も多岐である

現状を踏まえた、日本の条件にかなう日本らしいもの

として構築してきた、特別支援教育を含む教育（連続

した学びの場）を「日本型インクルーシブ教育」とし、

特別支援教育を通常学校で包摂する教育を「フル・イ

ンクルーシブ教育」として、前者の課題や後者の実現

の困難性、その克服に向かうための論を展開している。

文部科学省「共生社会の形成に向けたインクルーシ

ブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報

告）」（2012）で「特別支援教育」とは、「障害のある

幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り

組みを支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人

一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、

生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な

指導及び必要な支援を行うもの」とされる。ここでは、

総合的な観点からの就学支援、合理的配慮およびその

基礎となる環境整備、通常学校の通常学級、通常学校

の特別支援学級及び通級、特別支援学校といった多様

な学びの場の準備、特別支援教育充実のための専門性

強化などについて提言されている。すなわち、現行の

特別支援教育は、生活や学習上の困難さを改善又は克

服することを目的にした、教育的ニーズの把握に基づく

指導・支援であり、障害者権利条約が目指す、人権及

び基本的自由の平等な享有や固有の尊厳の尊重の促進

とは目的が異なる。

国連の指摘にある通り、日本の障害関連制度や教育

制度の背景には、障害の「医学モデル」の「障害」観

が支配的であるが、「障害」は、「社会モデル」の他に

も、実存的次元、文化的次元などからも捉えられる。

時間軸や状況によっても、自他・社会の価値の次元や

実存的次元でも変化する、発展する概念である。その

中でWHO（世界保健機関）は、専門家間の共通言語

として「ICF（国際生活機能分類）」を示した。これ

は、「疾病の結果（帰結）」の分類であったICIDH

（国際障害分類）からの改訂版として、健康状況と関

連状況を記述する統一的で標準的な言語と概念的枠組

として、「健康の構成要素」の分類である（障害者福

祉研究会，2002）。特別支援学校教育要領・学習指導

要領解説 自立活動編の「障害の捉え方と自立活動」

の項においてもICFの障害観が挙げられている（文部

科学省，2018）。

保育士・教員を目指す学生が、障害のある子供の支

援に向けて、共通言語としてのICFの考え方を理解し

ておく必要はあるが、障害者権利条約が目指す共生社

会の実現に向けては「日本型インクルーシブ教育」の

課題を認識しておく必要性も高く、その理解には、

「社会モデル」の理解が不可欠となる。したがって、

次節において、「障害」観の視点から、本稿で着眼し

た「日本型インクルーシブ教育」の課題を明らかにし

ておく。

1．2「障害」観と「日本型インクルーシブ教

育」の課題

障害者権利条約は、障害者を治療や保護の「客体」

ではなく人権の「主体」として捉える障害者観に基づ

いており（川島・東，2012）、ICFとは目的も「障害」

観も異なる。しかし、ICFは、条約が目的とする障害

者の平等な社会参加の実現に向けて、多様な視点と中

立性の両者を提供しているともされる。

障害者権利条約での障害者は、専門家の「支援の対

象」「保護される人」等ではなく、障害のある人が、

基本的人権を享有する主体的な存在として、障害のな

い人と同等にあらゆる場面に参加する権利（権利にお

いて「平等」）があるとの考え方が根幹にある。した

がって、「社会モデル」では、「障害のある人のことを

考慮せずに形成され営まれている社会システム全体が

「障害（社会的不利）」を作っている」、「多数派に便利

なように作られた社会に障害（社会的障壁）がある」

と考えられ、社会全体の共同責任が認識される。ここ

で「社会的障壁」とは、「障害がある者にとって日常

生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会に

おける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをい

う（障害者基本法・障害者差別解消法）」。そして「合

理的配慮」は、「社会的障壁」を「除去」する手段と

しての「変更・調整」であり、「支援の対象」である
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少数派を多数派へ適応できるようにするための支援で

はない。

川島（2013）は、英国社会モデルでの「障害：

disability」では社会障壁と障壁を原因に生じた不利

を意味し、米国社会モデルではimpairment（機能障

害）と社会障壁との相互作用で生まれる不利を「障害」

とするが、いずれも生物医学的次元ではなく社会政治

的次元に関する問題が重視されるとしている。そして、

impairmentが社会的構成物であるとの理解を前提に、

当事者の不利：disabilityをいかに削減できるかとの

観点から「障害：impairment」を法的に定義する方

途が探られるべきとしている。

一方、ICFは、「生きること」のプラス面と要素間

の相互作用が重視され、「障害：disability」は生活機

能（心身機能・活動・参加）の否定的側面、すなわち

「機能障害 （構造障害を含む、 以下同じ） ：

impairment」「活動制限：activitylimitations」「参

加制約：participationrestrictions」の包括用語とさ

れる。ICFにおける「障害」は、人と物的・社会的環

境との相互関係の結果生じる多次元の現象で、健康状

況や機能障害の結果であると同程度に環境上の阻害因

子の結果として生じるとの考えに基づき、疾病につい

ては中立的な立場をとり、権利擁護と社会変化への貢

献が図られる。また、個人は単に機能障害、活動制限、

参加制約だけに還元されたり特徴づけられたりしては

ならないことが強調され、人を健康状態や障害を意味

する用語で呼ぶことを避け、中立的な言葉が一貫して

用いられる（例：「知的障害者」→「学習活動制限の

ある人」）（障害者福祉研究会，2002）。

日本では、2011年の障害者基本法の改正において、

ICFの障害観や障害者権利条約の考え方が考慮された

障害者の定義に改訂された。発達障害者支援法改正

（2016年）時には「発達障害者」の定義に「社会的障

壁」が追加され、障害者差別解消法施行（2016年）等、

「社会モデル」の普及が徐々に図られた。しかし、諸

制度活用の根拠の多くに診断書が活用され、疾患や機

能障害の種類や程度でサービスが決められたり、発達

障害者支援において認知機能評価が重視されたりする

現状などから、日本では、依然「障害」は「医学モデ

ル」が支配的と思われる。佐藤（2023）は、障害の社

会モデルというタームは、福祉行政の担当者や障害を

もつ当事者、支援機関の関係者など、障害者に関わる

人々の中の、そのまたごく限られた範囲において、

（時に曲解や誤解を含みながら、曖昧かつ恣意的に）

理解されただけのように思われるとしている。合理的

配慮の法制化以降、専門家による機能障害のアセスメ

ントを経て必要な配慮が決定される組織的取り組みが、

医学モデルへ逆行させていることも課題視されている

（星加，2018）。

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム構築のための特別支援教育の推進（報告）」では、

就学先決定に当たって踏まえるべき点として、「障害

の状態、本人の教育的ニーズ」が置かれている。これ

に関して堀（2018）は、「教育学、医学、心理学等専

門的見地からの意見」が列挙されている点から、能力

主義と専門家主導の医学モデルが強化されたもので、

現行のシステムは、「可能な限り普通学級での教育を

保障する」という共生原理が欠落していること、障害

と「特別な教育的ニーズ」を基準に階層化された分離

教育システムであるとしている。国連は、日本のこう

した現状を課題視し、人権の次元から「障害」を捉え

直すことを求めているのである。

野口（2020）によると、ICFでは、Sen,Amartya

の潜在能力（ケイパビリティ：人がなし得る可能性、

ありえる状態の機会の可能性）の開発を重視する思想

（Sen，1992）に基づかれている。さらに、野口は、

ICFやSenとNussbaumの理論を整理し、ICFは、障

害者のエンパワーメント、自主性、ケイパビリティ・

アプローチのエイジェンシー（主体性）のような要素

の含意は薄いこと、フル・インクルーシブ教育が実現

されている環境では普遍的な可能性を含意するものの、

分離という社会的障壁や抑圧に的確に応答していない

ことを指摘している。説明の詳細は割愛するが、野口

は、特別支援教育に支配的な「発達保障論」が目的化

され、新たな序列を生み、幸福の実現を保障する視点

に欠けていることを指摘する。そして、「ケイパビリ

ティ・アプローチ」は、個人モデルと社会モデルの二

項対立的側面を克服できる、教育的側面から支援の必

要な子供への機能と全般的なケイパビリティの達成と

の視点から具体的な支援や配慮につながる結果指向の

理論であるとして、フル・インクルーシブ教育の文脈

から捉えると優位性があると述べている。

このように、「日本型インクルーシブ教育」の課題

に向き合うには、「社会モデル」の理解のみでも十分

とは言い難く、「日本型インクルーシブ教育」に至る

歴史や、それを支配してきた社会の価値の次元での問

い直しが求められる。

2 研究の方法と目的

2．1 研究の目的

日本の社会、特別支援教育の歴史の背後には、優生

思想に基づく能力観・発達観があることは否めないが、

それが自明視される中で子供時代を送ってきた学生た

ちが、これに気づく機会は得難いことや、多様な個性

をもつ者が同じ場で共に学び合うという体験に乏しい

ことが想定される。しかし、未来の共生社会を共創す

共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び
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る子供たちを保育・教育する立場にある学生こそが、

国連の指摘の真意を理解し、分離教育の環境で学ぶ意

味を振り返り、未来の共生社会の形成者を育成するた

めの新たな価値創造をなし得る可能性を秘めていると

考えられるのではないだろうか。

こうした可能性に着眼した筆者らは、分離教育の歴

史を残した「日本型インクルーシブ教育」時代に学び

育ってきた保育・教育を学ぶ学生にとっての、共生社

会に向けた価値転換に向けての学びの必要性や課題を、

学生たちと共に考究していきたいと考えた。本研究で

は、その端緒として、学生たちの率直な考えや発想を

捉えると共に、それらの声の意味や可能性の考察を図

るものである。研究を進めるに当たり、調査項目の理

解ができ、また特別支援教育の現状や今後の課題につ

いての考えをもつことができると考え、特別支援教育

ゼミに所属する学生に調査協力を得ることにした。

本研究では、未来社会を共創する子供たちを保育・

教育する立場にある、「日本型インクルーシブ教育」

の環境で育ってきた学生に必要な学びの追究に向けて、

学生が共生社会の実現の視点から捉える課題を明らか

にすることを目的とする。

2．2 研究方法

特別支援教育に関心の高い、「日本型インクルーシ

ブ教育」の環境で育ってきた学生の意識を捉えるため、

選択式および自由記述による質問紙調査を実施した。

倫理的配慮として、調査実施前に、研究の趣旨説明

を行い、調査の回答を分析する際には個人が特定され

ないデータとして扱うこと、公表時には個人が特定さ

れる表現はしないこと、回答は成績評価に関係しない

ことを説明し、承諾が得られた者のみに回答を依頼し

た。

〇調査対象者：特別支援教育ゼミを受講する学生のう

ち、協力が得られた学部3年生、または4年生の学生

31名

〇調査時期：2023年5月

〇調査内容：資料1に示す質問項目に沿って、以下の

内容についての回答を依頼した。

・特別支援教育に関心をもったきっかけ・関心につな

がった子供時代の出来事

・分離教育で学ぶ環境を変える必要性の認識の程度お

よびその理由

・幼少期からの交流保育や交流教育の必要性の認識の

程度およびその理由

・幼少期から同じ場で学ぶ必要性の認識の程度および、

その理由

・同じ場で学ぶことや交流保育・教育を進める上で困

難と考える事柄

・保育士や教員を目指す学生が、学んだり考えたりす

る必要があると考える内容

・一般の学生が学ぶ必要性・関心についての捉え方

〇分析方法：質問文の内容に対し、その必要性を感じ

る程度を5段階で尋ねた項目および複数回答可とし

た選択肢に回答を求めた項目の結果は、段階毎に回

答した人数を単純集計し、割合を求めた。自由記述

を求めた項目については、データの類似性からカテ

ゴリー化した。その分類方法や命名については、研

究者間で協議して導き出した。本文の中で、自由記

述内容をカテゴリー化したカテゴリー名は【 】、

回答例は〈 〉で表記している。

3 調査結果

3．1 特別支援教育に関心をもったきっかけ・

関心につながった子供時代の出来事

自由記述式の回答をカテゴリー化した結果、【障害

のある家族・親戚の存在】【子供時代の障害のある友

人の存在】【障害のある人に関わる家族からの関

心】【入学前の交流教育やボランティアの体験からの

関心】【特別支援教育に関する学びの必要性の認識や

関心】【大学入学後の学外活動で障害のある児童と関

わった体験からの関心】【その他】のカテゴリーが得

られた。【その他】には、〈大学の授業を受けて〉〈大

学に入ってから、なんとなく〉〈新聞記事〉といった

回答があった。

なお、約半数の回答が、【障害のある家族・親戚の

存在】または【子供時代の、障害のある友人の存在】

に分類された。これらの回答例には、身近な障害のあ

る他者の〈楽しんでいる様子や笑顔が見られると、自

分のことのように嬉しく感じられ、障害のある子の笑

顔を増やしたいと思った〉〈支援をしたいと思った。

まわりに知識をもっている人が少ないので役に立ちた

い〉〈うまくコミュニケーションがとれなかったこと

から「なぜだろう、どうすれば良いのだろう」と思う

ようになった〉〈彼らが何を望んでいるのかに興味を

もった〉〈学校での生活のしづらさ・家族の苦労に接

して、誰もが学びやすい環境にできたらと関心をもつ

ようになった〉〈学校で適切な指導が受けられなかっ

たことと、それにより家庭環境が困難だったこと〉

〈一緒に生活をしていく中で関心をもった〉などがあっ

た。

【入学前の交流教育やボランティア体験からの関

心】の回答例には、〈支援が必要な人が多い事実を知

り、自分にできること・関われることは何かを考える

ようになった〉、【特別支援教育に関する学びの必要性

の認識や関心】の回答例には、〈通常学級に在籍する

児童の支援ができるようになるため〉〈通常学級での
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発達障害等の支援について学びたいと考えた〉、【大学

入学後の学外活動で障害のある児童と関わった体験か

らの関心】には、〈接し方や障害について興味をもっ

た〉などがあった。

3．2 分離教育で学ぶ環境を変える必要性の認

識

障害のある子供が通級指導教室・特別支援学級・特

別支援学校で学んでいる環境を変える必要性を感じる

程度について、「高い」を5、「低い」を1とした5段階

で回答を求めた結果は、「5」は9.7％、「4」が41.9％、

「3」が29.0％、「2」が9.7％、「1」が9.7％であった

（図１）。

また、必要性を感じる程度を選択した理由の自由記

述内容をカテゴリー化した結果は次の通りである。な

お、カテゴリー化は、選択した程度ごとに行ったので

はなく、記述内容に基づいて行ったため、選択した段

階が異なる類似回答が、同じカテゴリーに分類されて

いる場合がある（3.2、3.3においても同じ）。

必要性の程度が「5」または「4」である理由が、

【その子に適した支援の必要性】【誰もが同じ場で学

ぶ必要性、垣根をなくす必要性】【交流の必要性・交

流機会を増やす必要性】に分類された。必要性の程度

を「4」～「1」と選択した理由が【個々の状況や自分

の意思で学ぶ環境を選択できる現状】【人員確保や専

門性の必要性】【現時点で、ある程度整っている】【そ

の子に合う、その子の能力を高める教育の必要性】に

分類された。

【交流の必要性・交流機会を増やす必要性】の回答

には、〈多様な考え方が身につく〉〈圧倒的に交流がす

くないから増やすべき〉、【その子に合う、その子の能

力を高める教育の必要性】の回答には、〈差別という

ような言い方がされるが、区別であって、その子に合っ

た教育をした方がいい〉〈分けることに批判する声も

あるが、分けることで障害者の能力を向上する授業が

できると思う〉などがあった。

3．3 幼少期からの交流保育や交流教育の必要

性の認識

障害のある子供が、幼少期から交流保育や交流教育

などで障害のない子供と関わる機会が必要と感じる程

度について、「高い」を5、「低い」を1とした5段階で

回答を求めた結果は、「5」は61.3％、「4」が29％、「3」

が9.7％、「2」「1」は0％であった（図２）。

また、必要性を感じる程度の理由の自由記述回答を

カテゴリー化した結果は次の通りである。必要性の程

度を「5」とした回答の理由が【障害としてではなく

人としての共生社会に向けた必要性】【障害のある人

とない人の共生社会に向けた必要性】【多様性の理

解】【障害のある子供とない子供の相互理解、学び合

い、協力して当たり前という考え方に向けた必要性】

【障害や得意な能力の理解、支援へのつながりとして

の意義】、「4」または「5」とした回答の理由が【幼少

期からの関わりによる、障害のある人への偏見の軽減

に向けた必要性】【交流教育による互いの学びの意義】

【障害のある子供・ない子供の社会経験の意義】、「3」

または「4」とした回答の理由が【障害の程度や段階、

違いの提示に配慮しつつ、交流から得るものの理解か

らの必要性】に分類された。

【障害や得意な能力の理解、支援へのつながりとし

ての意義】に分類された項目には、〈自分の障害につ

いて理解してもらう。特異な能力に気づける〉、【障害

のある子供・ない子供の社会経験の意義】には、〈社

会に出たら関わらなければいけないため〉〈障害のあ

る子の社会経験、障害のない子にもいい経験になると

思う〉、【障害の程度や段階、違いの提示に配慮しつつ、

交流から得るものの理解からの必要性】には、〈障害

の程度によると思うが、接し、関わり合う中で共に知

共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び
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図１ 分離教育の環境を変える必要性の認識の程度

図２ 幼少期からの交流保育・交流教育の必要性を感じる程度



り合うことができると思うので必要かと感じる〉〈他

の子との違いを提示する必要はない〉などがあった。

3．4 幼少期から同じ場で学ぶ必要性の認識

障害のある子供と障害のない子供が、同じ保育所・

幼稚園、学校などで学ぶことが必要と感じる程度につ

いて、「高い」を5、「低い」を1とした5段階で回答を

求めた結果は、「5」は38.7％、「4」が38.7％「3」が

22.6％、「2」「1」は0％であった（図３）。

また、必要性を感じる程度の理由の自由記述回答を

カテゴリー化した結果は次の通りである。必要性の程

度を「4」または「5」と回答した理由が【将来の共生

社会に向けた経験としての必要性】【障害のある子供・

ない子供の相互のコミュニケーションを学ぶ経験とし

ての必要性】【インクルーシブな環境で共に楽しんだ

り助け合ったりする経験としての必要性】【障害のあ

る子供・ない子供の互いのことを知ることの意義から

の必要性】【多様性の理解】【共生に向けた理解と、大

人の負担】、「3」～「5」とした回答の理由が【幼少期

から関わることによる偏見の解消に向けた必要性】、

「3」または「4」と回答した理由が【交流の必要性と、

生きづらさ・学びにくさへの配慮の必要性】、「3」と

回答した理由が【それぞれの子供に合った教育の必要

性】に分類された。

【将来の共生社会に向けた経験としての必要性】に

は、〈同じ社会を生きているから〉〈小さい頃から共に

過ごし、共生社会が当たり前になることが大切〉〈社

会において関わるための準備として〉、【障害のある子

供・ない子供の相互のコミュニケーションを学ぶ経験

としての必要性】には、〈お互いに多様性について学

ぶことができ、将来、人とのコミュニケーション能力

に大きく影響する〉〈互いにメリットがあると思う。

接し方などを学べるため〉、【交流の必要性と、生きづ

らさ・学びにくさへの配慮の必要性】には、〈生きづ

らさ、学びにくさを感じるのであれば、必ずしも一緒

の場で学ぶ必要はないと思う〉〈障害のある子にとっ

て学びやすい環境であればとよいと思う。必要に応じ

て〉などがあった。

3．5 同じ場で学ぶことや交流保育・教育を進

める上で困難と考える事柄

障害のある子供とない子供が、同じ場で学ぶことや

交流保育・教育を進める上で困難と考える事柄につい

て、複数回答可の選択肢式回答を求めた結果は、図４

の通りである。なお、選択した項目のうち、「最も困

難と思う事柄」としての回答については、色を分けて

示した。なお、「その他」の回答には「管理」との記

述があった。最も多い回答が「先生方の負担」で15件、

次に多い回答が「周りの子供の理解」および「周りの

子の保護者の理解」で、それぞれ13件であった。

3．6 保育士や教員を目指す学生が、学んだり

考えたりする必要があると考える内容

共生社会の実現に向けて、保育士や教員を目指す学

生（特別支援教育を専攻していない学生を含む）が、

学んだり考えたりする必要があると考える内容につい

て、複数回答可の選択肢式回答を求めた結果は、図５

の通りである。最も多い回答が「障害のある子供との

コミュニケーション方法」で20件、次に多い回答が

「心身障害に関する専門知識」で19件であった。続い

て「特別なニーズ教育・保育に関する専門知識」およ

び「障害のある子供の生活支援の方法」がそれぞれ18

件と多く、その次に「障害にとらわれない、その子の
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図３ 障害のある子供とない子供が同じ保育所・幼

稚園・学校で学ぶ必要性を感じる程度

図４ 同じ場で学ぶことや交流保育・交流教育を進

める上で困難と考える事柄



理解や支援方法」が15件と約半数の学生が選択してい

た。

3．7 一般の学生が学ぶ必要性・関心について

の捉え方

保育士や教員を目指す学生が学んだり考えたりする

必要があると考える内容に関して、特別支援教育を専

攻していない一般の学生が学ぶことについての考えに

近いと思うものを複数回答可の選択肢式で求めた結果

は、図６の通りである。最も多い回答が「一般の学生

も学ぶ必要があると考える」で24件あった。次に多い

回答が「関心の高い学生も、まあまあいると思う」で

8件、続いて「一般の学生は、専門知識を学ぶことに

難しさを感じると思う」が7件、「関心の低い学生が多

いと思う」「一般の学生が学ぶ機会を積極的に作ると

良いと思う」がそれぞれ6件という結果であった。

なお、この回答の理由や補足がある場合に求めた自

由記述内容は、次の通りである。

・「一般の学生も学ぶ必要があると考える」の理由と

して〈通常の学級でも、発達障害の子たちがいるの

で、みんな学ぶ必要がある〉〈特別支援教育に関す

る知識を備えておくことは、教員になる上で大切〉。

・「一般の学生は、専門知識を学ぶことに難しさを感

じると思う」「関心が低くても、学ばないといけな

いと思っている学生は、まあまあいると思う」の補

足として〈実践する機会が少ないと学んだことを忘

れる、意味を見出すことが難しいと考えると思う〉。

・「関心の低い学生が多いと思う」の補足として〈大

学で学ばなくても、障害のある子が生きていきやす

い社会をつくれる人間を小さいころから育成するべ

き〉。

4 考察

4．1 調査結果の傾向

4．1．1 特別支援教育への関心の契機

今回、特別支援教育ゼミ所属の学生に協力を得たの

は、特別支援教育への関心が高いと想定したからであ

るが、その関心につながった契機や子供時代の出来事

には、【障害のある家族・親戚の存在】【子供時代の障

害のある友人の存在】のいずれかの回答が約半数に見

られた。すなわち、障害のある他者と身近な関係で共

に過ごした体験が、関心の高さにつながることが分か

る。回答からは、障害のある他者の「笑顔を増やした

い」「役に立ちたい」といった思いや、「コミュニケー

ションをうまく取りたい」「何を望んでいるか知りた

い」といった、障害のある他者への関心につながって

いる。また、学校で障害のある子供が過ごすことの困

難や家族の苦労を身近で体験したことが、関心の高さ

につながっていることも分かった。家族・親戚・友人

などとしての身近な関係で共に過ごした体験が、特別

支援教育への関心の高さにつながったことから、障害

のある子供と「身近な関係で共に過ごす」体験が関心

の高さにつながることが示唆される。

また、大学入学前の交流教育やボランティア、入学

後の学外活動で障害のある子供と関わった体験から関

心とした回答も多い。他に、〈大学の授業を受けて〉

共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び
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図５ 保育士や教員を目指す全ての学生が学んだり

考えたりする必要があると考える内容

図６ 保育士や教員を目指す全ての学生が学んだり

考えたりする必要があると考える内容



〈大学に入ってから、なんとなく〉などの回答もあり、

上述のように身近な関係性で障害のある子供と過ごし

た体験でなくとも、障害のある子供と関わる体験や授

業等を通して関心が喚起されることも分かる。回答者

の関心に影響した体験の具体的内容や、体験の意味づ

けに影響した背景は不明確であるが、こうした体験が

関心につながる学生が一定数いることは明らかである。

4．1．2 幼少期からの交流保育・教育と同じ場

で学ぶことの意味と課題

図１、図２、図３の通り、「分離教育の環境を変え

る必要性」、幼少期からの障害のある子供と障害のな

い子供の「交流保育・教育の必要性」、「同じ場で学ぶ

ことの必要性」は、いずれにおいても、半数以上の学

生がその程度を「5」もしくは「4」と回答していた。

このうち、「同じ場で学ぶことの必要性」の高さを「5」

とした回答38.7％と「4」とした回答38.7％を合わせ

ると、8割近い学生が、その必要性を認識しているこ

とがわかる。その理由は、障害のある子供と障害のな

い子供の互いの理解、互いの学び、垣根をなくす必要

性、幼少期からインクルーシブな環境で学ぶことによ

る偏見の解消、多様性の理解といったことに多い。

これらの回答例には、「“障害のある子”と“障害の

ない子”が互いに」という表現と、「同じ社会を生き

ている」「共生社会」「多様性」とした表現の両者があ

ることも興味深い。すなわち、「障害のある子」と

「障害のない子」を区別した上で交流することが前提

とされた回答と、これらを区別しない表現をしようと

した回答の両者があることから、分離が当然視された

教育を受けてきた学生たちが、その前提を問うような

質問に対し、分離教育の課題を問い直すような表現を

したとも捉えられる。一方で、区別した上で交流する

ことを前提とする回答からは、「互い」の理解や接し

方、将来関わり合うことに向けた経験の必要性として、

その意義を回答していると捉えられる。そして、「同

じ社会を生きている」ゆえに、幼少期から同じ場で学

ぶ必要性を感じているとする回答からは、そもそもが

多様な個々が共生する社会ゆえに、インクルーシブな

保育・教育環境を用意する必要性を考えていることが

推察できる。

一方で、【個々の状況や自分の意思で学ぶ環境を選

択できる現状】【現時点で、ある程度整っている】な

どにある通り、多様な学びの場がある現状を肯定的に

捉えている回答も見られた。その理由は、〈差別とい

うような言い方がされるが、区別であって、その子に

合った教育をした方がいい〉〈分けることに批判する

声もあるが、分けることで障害者の能力を向上する授

業ができると思う〉〈他の子との違いをつきつける必

要はない〉〈生きづらさ、学びにくさを感じるのであ

れば、必ずしも一緒の場で学ぶ必要はないと思う〉と

いったもので、「分ける」場があることのメリットに

言及した回答であると捉えられる。すなわち、「分け

る」ことによってその子供に合った教育ができること

や、同じ場で学ぶことの強要は望ましくなく、自分の

意思で選択できる環境を肯定的に捉えていることが窺

える。

図４からは、障害のある子供と障害のない子供が同

じ場で学ぶことや交流保育・教育を進める上で、学生

が困難と捉える事柄が分かる。障害のある子供本人や

保護者、地域社会の理解よりも、「周りの子供の理解」

「周りの子の保護者の理解」「先生方の負担」「幼稚園・

保育所、学校の指導体制」などを困難と捉える傾向に

あり、最も困難と捉える事柄としては、「幼稚園・保

育所、学校の指導体制」や「周りの子供の理解」「周

りの子の保護者の理解」「地域社会の理解」とする回

答がみられた。学生たちは、同じ場で学ぶことや交流

保育・教育の必要性の認識と共に、その困難さを、指

導体制や障害のある子供の「周り」の子供・保護者の

理解の困難さに感じていた。こうした回答の傾向から、

この「困難さ」を解消していくには、保育・教育現場

の認識の変化と共に、時間をかけて、保育士・教員を

目指す全ての学生に、学生時代から関心を高められる

ような教育が求められることが分かる。

4．1．3 保育士・教員を目指す全ての学生が学

ぶ必要があると考える内容と、学生の

関心についての捉え方

図５からは、保育士・教員を目指す全ての学生が学

ぶ必要があると考える内容についての傾向が捉えられ

る。心身障害、特別なニーズ保育・教育に関する知識

や、障害のある子供とのコミュニケーションや生活支

援の方法についてなどの回答が多く、約半数の学生が

「障害にとらわれない、その子の理解や支援方法」に

回答している。一方で、「自分の中にあるバリア」や、

「日本の障害児者を取り巻く歴史や社会の動向」「優生

思想」「分離教育による影響」「医学モデルに限らない

『障害』の捉え方」などについての回答は少ない。

図６において「一般の学生も学ぶ必要があると考え

る」回答の明らかな多さと、図５の回答数の多い内容

の傾向からは、自らが学んでいる特別支援教育に関す

る学びや、障害のある子の具体的な支援につながるこ

とを、多くの学生に学んでほしいと捉えていることが

分かる。一方で、回答数の少ない内容からは、分離教

育による機会の少なさの影響や、その背後にある優生

思想、医学モデルに支配された「障害」観に伴う課題

への関心の低さが推察できる。これらは、分離教育の
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環境で、恐らく問うことすらなかった、自明視された

価値観や障害観からの回答であると思われる。また

「自分の中にあるバリア」の回答の少なさからは、こ

れを考えた機会の少なさや、学生にさほど「バリア」

はないと感じている可能性などが推察できる。

図６からは、特別支援教育を専攻していない学生全

般に対して、その関心は、「高い学生も、まあまあい

ると思う」と捉える回答が8件、「低い学生が多いと思

う」と捉える回答が6件あった。また、一般の学生は、

「あまり学ぶ必要がないと考える」「学ぶ必要性をあま

り感じないと思う」の回答は1件もなく、「専門知識を

学ぶことに難しさを感じると思う」に7件、「学ぶ機会

を積極的に作ると良いと思う」に6件の回答があった。

これらの傾向から、保育士・教員を目指す学生に対し、

特別支援教育に関する学びの必要性は認識されている

ものの、その関心には差があり、専門知識への難しさ

を感じる傾向がある可能性を、学生らの回答から推察

することができる。

4．2 総合考察

調査結果からは、障害のある子供との交流保育・交

流教育やボランティア活動等の体験以上に、家族・親

戚・友人などとしての「身近な関係で共に過ごす」体

験が特別支援教育への関心の高さにつながることや、

前述の学生が幼少期から同じ場で学ぶ必要性を認識し

ていることが示された。このことは「幼少期から同じ

場で共に学ぶ」体験がこうした関心や認識につながり

得ることを示唆していると思われる。そして、その理

由を、障害のある子供と障害のない子供の垣根をなく

すこと、互いの理解、偏見の解消などとしている通り、

回答学生ら自身は垣根の低い環境で育ちつつ、周囲の

人たちと障害のある子供との垣根の高さや無理解、偏

見などを感じ、「幼少期から同じ場で共に学ぶ」こと

がその解消につながり得ると考えていることが分かる。

それゆえに「分離教育の環境を変える必要性」の認識

と同時に、周囲の無理解や先生方の負担から「困難さ」

も感じているものと思われる。

また、特別支援教育を専攻する学生が、特別支援教

育を専攻しない学生に対し、特別支援教育に関する学

びを得る必要性と共に、その「難しさを感じる学生が

多いと思う」と回答する傾向が捉えられた。回答から

は、特別支援教育の専門性は、心身障害や特別なニー

ズ保育・教育に関する知識および障害のある子供との

コミュニケーションや生活支援の方法として認識して

いる傾向にあることが分かる。また、その学びの難し

さを、特別支援教育を専攻しない学生が感じるであろ

うと捉えていることも分かった。したがって、こうし

たことを全ての学生の学びにつなげていくには、その

「難しさ」を感じる壁を低くするような動機づけが必

要となることが示唆される。

一方で、「インクルーシブ」教育としては、回答に

もあったように、そもそも多様な子供が同じ場で学ぶ

ことを目指す必要がある。「障害のある子供」と「障

害のない子供」の区別の前提にある「障害」観は、

「医学モデル」にあると考えられるが、互いの壁は、

他者との差異の認識や否定的な眼差し、社会的障壁、

機会不平等などにある。こうした「障害」の性質を捉

えると、学生たちが学ぶ必要のある内容としての調査

の回答には少なかったが、「日本の障害児者を取り巻

く歴史や社会」「優生思想」「分離教育による影響」

「医学モデルに限らない『障害』の捉え方」なども重

要と考えられる。また、約半数の学生が「障害にとら

われない、その子の理解や支援方法」と回答した通り、

どのような子供も「その子」として理解・支援・教育

する視点が、インクルーシブ教育の根幹におかれる必

要があると言えないだろうか。

とはいえ、学生たちの回答からは、「障害のある子

供」と「障害のない子供」が、共生社会に向けて、互

いの助け合いの体験や接し方を学ぶ体験を通した学び

の必要性、「同じ場で学ぶ」ことを絶対視せずとも、

交流保育・教育の機会を増やす必要性を認識している

ことが捉えられた。また、これを進める上での限界を、

指導体制や障害のある子供の「周り」の子・保護者の

理解の困難さなどに感じていた。この「困難さ」に向

き合っていくには、日本の教育の背後にある価値の次

元を問い直す視点も必要となるだろう。

調査結果からは、分離教育の歴史を残した「日本型

インクルーシブ教育」の環境で学んできた現在の特別

支援教育ゼミの学生たちが、未来の共生社会の形成者

を育成するための新たな価値創造をなし得る可能性を

秘めていると思われた。すなわち、分離教育の影響に

よって、その支配的価値への気づきの浅さと共に、真

のインクルーシブ教育に向かうための「同じ場で学ぶ」

ことへの課題と可能性を捉えつつあること、周囲の学

生の認識の高さや関心には多様さがあると感じている

ことなどが捉えられた。その前提には、国連も指摘す

る「医学モデル」支配の「障害」観が根強いことも推

察できる。調査において、保育士・教員を目指す全て

の学生が学ぶ必要があると認識する内容として、「日

本の障害児者を取り巻く歴史や社会」「優生思想」「分

離教育による影響」「医学モデルに限らない『障害』

の捉え方」などについての回答が少ないことからも推

察される。こうしたことこそが、「日本型インクルー

シブ教育」が「インクルーシブ教育」に向かう上で、

必要な学びの内容であると思われる。国連からの指摘

も、日本の歴史に支配的であった、「障害」観の捉え

共生社会の実現に向けた保育士・教員を目指す大学生に求められる学び
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直しが求められていると考えられる。

野崎（2015）は、日本の障害児教育には、発達を保

障するための適切な環境を権利として要求する「発達

保障論」と、障害児と健常児がともに生活し育ち合い、

学び合おうとする「共生教育」の2つの思想があると

している。そして野崎は、生は「根源的に他者とは異

なる存在」として、「発達」観の転換に基づく教育の

意義に言及している。それは、子供の身体的・知的・

精神的な機能を望ましい方向へ導こうとする従来の発

達観から、「自分と異なる存在と出会い、あるいは出

会い損ねながら、世界を感受していくそのプロセス」

を支えていく、この社会における「人と人とのつなが

り方を軸とする発達」観へ転換し、「自分とは異なる

存在との出会いに対する責任」に基づく「主体」形成

の教育である。

野口（2020）は、日本におけるフル・インクルーシ

ブ教育の実現困難性を先行研究から整理し、その克服

に向けた提言をしている。それは、「発達保障論」と

医学モデルを根拠にした分離教育の存在の支配的認識

である、障害を医学的・心理学的な克服の対象として

捉える理論に対抗する概念の必要性からの、大阪市立

大空小学校の実践の分析に基づくものである。紙幅の

制約上、説明は割愛するが、それは、「エイジェンシー」

機能の生起による通常学校改革を通した「ケイパビリ

ティ」の達成といったことにある。そして、日本型イ

ンクルーシブ教育の早急で大幅な制度転換の実現は非

現実的である中で、大空小学校の実践を、フル・イン

クルーシブ教育に至るまでの学び合いの場として捉え

る提言をしている。

また、分離教育の歴史の背後には優生思想があるこ

とは否めないが、田中（2017）は、優生思想のみを批

判すればそれでよいというものではなく、なぜ、弱い

立場の人が実質的に排除され、強い立場の人が利益を

得るのか、両者の立場の人は、能力の優劣とは無関係

に支え合えないのか、その理由を考えるべきとしてい

る。そして田中は、弱い者の排除か、みんなの協働か、

有能の独善か全員の連帯か－といった二項対立ではな

く、公共倫理に向かう必要性を述べている。

「日本型インクルーシブ教育」と「フル・インクルー

シブ教育」の狭間の課題を考えるには、日本の歴史に

流れてきた「発達保障論」と「共生教育」、「優生思想」

が孕む課題などから公共倫理に向かおうとする視点で

の、「考え、議論する道徳」が求められる。保育士・

教員を目指す全ての学生においても、こうしたことを

考えたり議論したりする機会を積極的に設けていく必

要があると思われる。

また、調査結果からは、特別支援教育を自分たちと

同様には学んでいない学生の関心には差があり、専門

知識に対する難しさを感じる可能性が示唆された。回

答学生が「専門性」と捉える内容は、心身の障害や特

別なニーズ教育、障害のある子供とのコミュニケーショ

ンや生活支援などにあったが、その「専門性」は狭義

であるため、人権という視野で「専門性」を俯瞰的に

捉え直すことが求められると思われる。野崎（2011）

は、障害をもつ人が「医療、福祉、看護、そして特別

な教育が必要な人」として、専門家らの支援の対象と

される中で、その人たちは限られた条件の中で生活せ

ざるを得ず、社会から差別的な視線を受ける現実、

「援助」の名のもとに人権侵害が正当化される可能性、

また「障害者すなわち障害者福祉の対象」という枠組

みからの脱却を目指し、文化としての障害、障害者と

して生きる価値に着目する障害学の視座を述べている。

「日本型インクルーシブ教育」に対し、回答学生は、

現行の仕組みの中での交流保育・教育の意義を高く認

識し、多様な学びの場の選択肢があることにも肯定的

であり、現段階でその肯定面を安易になくすことは難

しい。一方で、回答学生が、全ての学生が学ぶ必要性

として回答した数の少なかった内容こそが、国連からの

指摘内容に日本が応えていく必要のある課題と考えら

れ、現状の「特別なニーズ教育」の問い直しも求められ

る。1994年サラマンカ声明の「万人のための教育」に基

づく「特別なニーズ教育（SpecialNeedsEducation：

SNE）」は、障害者だけでなくすべての人達へのもの

として宣言され、21世紀の日本の障害児教育にも影響

を与えたが、ここでの「特別な教育的ニーズ」の概念

は、支援を必要とする、困難さをもつ、すべての子供

たちを対象とした教育のことで、日本の特別支援教育

のような障害児に限定的な解釈ではない。

2005年ユネスコは、グローバル化の中で多様な子供

たちが参加していくための「特別なニーズ教育」は、

社会的に排除されている人々の自己選択、自己決定と

いった権利を保障すること、「メインストリーミング

（米国に登場し英国にも取り入られた、障害のある子

供たちが「より制限のない環境」によって適切な範囲

で、一般教育の子供たちと一緒に学ぶことを前提に、

障害のある子供たちを一般教育に統合する考え方）」

の考え方を見直し、統合からインクルージョンに変え

ていくこと、合理的配慮の解釈にある包摂しようとす

る社会の義務を、社会的公正の考え方のもと理解して

いく必要があることを示している。この見直しが求め

られている「メインストリーミング」の考え方は、障

害の重い子供たちにとっては利用できないとの批判や、

子供たちの自主性や自立を支えられていないという課

題が指摘されている（荒巻，2019）。

共生社会の実現に向けて、保育士・教員を目指す学

生に必要な学びは、現行の特別支援教育の専門性や、
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障害者権利条約に含意される障害の「社会モデル」と

共に、日本の歴史を支配してきた「共生」を阻む価値、

「障害」観、「発達」観、「専門性」と人権保障の在り

方などを、考え、議論することにあると考える。調査

結果から、保育士・教員を目指す全ての学生が、特別

支援教育に関する学びの必要性を認識していることが

推察される中で、こうした課題を、自明視している価

値と共に考えたり議論したりしながら、公共倫理に向

かおうとする学生たちを育てることこそが、未来の共

生社会の実現につながり得ると考える。

5 まとめと課題

本研究は、未来社会を共創する子供たちを保育・教

育する立場にある、「日本型インクルーシブ教育」の

環境で育ってきた大学生に必要な学びを追究するため

に、学生が共生社会の実現の視点から捉える課題や可

能性を明らかにすることを目的とした。特別支援教育

ゼミの学生に行った調査結果からは、子供時代から身

近な関係で障害のある子供と過ごした体験が、特別支

援教育への関心につながっていることや、幼少期から

障害のある子供と障害のない子供が「同じ場で共に学

ぶ」必要性の認識の高さと共に、国連が指摘する分離

教育の課題や、日本に支配的な「障害」観に対する課

題意識の低さが捉えられた。すなわち、分離教育の歴

史を残した「日本型インクルーシブ教育」における、

多様な学びの場があることの肯定面や、交流保育・教

育の意義の認識と共に、国連が指摘する分離教育の課

題の背景や、日本に支配的な医学モデルの「障害」観

への課題意識の低さが捉えられた。また、調査結果か

らは、回答者は、全ての学生が特別支援教育の知識を

学ぶ必要性を認識しており、全ての学生にもその認識

があることも推察された。以上を通して、共生社会の

実現に向けて、保育士・教員を目指す学生に必要な学

びは、現行の特別支援教育の専門性や、障害の「社会

モデル」と共に、日本の歴史を支配してきた「共生」

を阻む価値、「障害」観、「発達」観、「専門性」と人

権保障の在り方などを、考え、議論することにあると

考える。こうした課題を、自明視している価値と共に

考えたり議論したりしながら、公共倫理に向かおうと

する学生たちを育てることこそが、未来の共生社会の

実現につながり得る。

本稿は、限られた学生の調査結果の単純集計と文献

に基づいた考察に過ぎず、一般化するには、さらに研

究が必要である。また、特別支援教育専攻ではない学

生の意見と比較することもできていない。今後は、よ

り障害に関する日本の課題や取り組みの動向を掴みつ

つ、本稿をより精緻化したり、本稿で述べた内容の実

践を通して、価値の次元での問い直しを重ねたり実証

したりしていくことが課題である。
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Abstract

InJapan,“Japanese-styleinclusiveeducation”isimplementedwiththeaimof

realizingainclusivesociety.Inthisstudy,weconductedasurveyofstudentsin

thespecialneedseducationseminarwiththeaim ofclarifyingthelearning

requiredforstudentsinthenurseryteacherandteachertrainingprogramswho

havegrownupinsuchanenvironment,from theperspectiveofrealizingan

inclusivesociety.Thesurveyresultsshowedthefact,theexperiencesomeone

spendingfamiliartimewiththe“disability”childrenfrom childhood,ledto

interestinspecialneedseducation,theawarenessoftheneedforchildrenwithor

withoutdisabilitiesto“learntogetherinthesameplace”from childhood.In

addition,theissuesofseparateeducationpointedoutbytheUnitedNations

alongwithaffirmationof“Japanese-styleinclusiveeducation”,lowawarenessof

issueswerecapturedregardingthedominantviewof“disability”inJapan.Itis

necessaryforstudentsnotonlytostudycurrentspecialneedseducationexpertise

andthe“social（humanrights）model”ofdisabilitiesbutalsomoretothink

aboutanddiscussthevalues,asitwere,havingprevented“inclusive”,having

dominatedJapanese.Inotherwords,theysucceedinglyhavetocontinuethink

theframeworkof“disability”,“development”,andthe“expertise”,alongwith

theself-evidentvalue,inordertorealizetheinclusivesociety.

Keywords

StudentsofNurseryTeachersandTeacherTrainingPrograms,InclusiveEarlyChildhoodCare

andEducation,InclusiveSociety,FrameworkofDisability


